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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
１０～６５質量％の一般式（I）で表されるモノマーから誘導される構成単位の一種以上
と、１０～６５質量％の一般式（II）で表されるモノマーから誘導される構成単位の一種
以上と、６～１４質量％の一般式（III）で表されるモノマーから誘導される構成単位の
一種以上を必須構成単位とするコポリマーの１種又は２種以上からなる流動性油剤の増粘
剤。
【化１】

一般式（I）
（式（Ｉ）中、Ｒ1は水素原子又は炭素数１～３のアルキル基を表し、Ｒ2は炭素数４～１
８の炭化水素基を表す。）
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【化２】

一般式（II）
（式（II）中、Ｒ3は水素原子又は炭素数１～３のアルキル基を表し、Ｒ4は水素原子、炭
素数６～１０の芳香族基、炭素数１～１８の脂肪族炭化水素基、又は炭素数１～１２のア
シル基を表す。ｍは４～１３の数値を表す。）
【化３】

一般式（III）
（式（III）中、Ｒ5、Ｒ6は独立して水素原子又は炭素数１～３のアルキル基を表し、ｎ
は４～１５の数値を表す。）
【請求項２】
１０～６５質量％の一般式（I）で表されるモノマーから誘導される構成単位の一種以上
と、１０～６５質量％の一般式（II）で表されるモノマーから誘導される構成単位の一種
以上と、６～１４質量％の一般式（III）で表されるモノマーから誘導される構成単位の
一種以上を必須構成単位とするコポリマーから選択される１種又は２種以上と流動性油剤
とを含有する、粘ちょう性の油性組成物。

【化４】

一般式（I）
（式（Ｉ）中、Ｒ1は水素原子又は炭素数１～３のアルキル基を表し、Ｒ2は炭素数４～１
８の炭化水素基を表す。）
【化５】

一般式（II）
（式（II）中、Ｒ3は水素原子又は炭素数１～３のアルキル基を表し、Ｒ4は水素原子、炭
素数６～１０の芳香族基、炭素数１～１８の脂肪族炭化水素基、又は炭素数１～１２のア
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シル基を表す。ｍは４～１３の数値を表す。）
【化６】

一般式（III）
（式（III）中、Ｒ5、Ｒ6は独立して水素原子又は炭素数１～３のアルキル基を表し、ｎ
は４～１５の数値を表す。）
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は流動性油剤の増粘に好適な新規なアクリルコポリマー及びそれを用いた流動性
油剤用の増粘剤、該コポリマーを含有する組成物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　流動性油剤を増粘させる化合物には、例えば、塗料等においては塗布時の液だれを防止
し作業性を向上させる、乳化物においては、離しょう等を起こさず経時安定性を向上させ
る等の様々効用が期待される。又、ケーブルハウジングへの充填物のように、配電管など
に侵入しにくい絶縁体への応用も有用であるし、公害の少ない燃料への応用も有用である
。（例えば、特許文献１を参照）この様な種々の用途に於いては、それぞれの用途に応じ
た適切な粘度の範囲が存し、粘度を任意にコントロールする必要が存した。この為に、種
々の油性増粘剤の開発が行われてきたが、油性成分に於いてその増粘作用を任意にコント
ロールする技術は困難であり、この様な粘度コントロール可能な油性増粘剤の開発が望ま
れている。
【０００３】
　従来に検討された、油剤の粘度を増加させる化合物としては、例えば、ステアリン酸ア
ルミニウム等の金属石鹸、糖類脂肪酸エステル、１２ヒドロキシステアリン酸等のヒドロ
キシ脂肪酸等を使用する方法が知られていが、これらの物質は本質的に油のゲル化剤であ
り、これらの配合では、前述の如く、油剤を任意の粘度に、特に流動性を維持しながら増
粘させることは困難であった。
【０００４】
　また、流動性を保ちながら、油剤を任意の粘度に増粘させる化合物として梯子型シリコ
ーン、シクロヘキサントリカルボキサミド誘導体等の使用も試みられている。（例えば特
許文献２、３）しかしながら、梯子型シリコーンは、油剤への溶解性に課題があり、種々
の極性の油剤の増粘剤として用いることには限界があった。
【０００５】
　また、シクロヘキサントリカルボキサミド誘導体も種々の極性の油剤に溶解するものの
、ゲルになり易く、流動性油剤を任意の粘度に増粘することは困難であった。
【０００６】
　一方、ポリエチレン側鎖を有するポリマーは両親媒性から、種々の油剤に対する親和性
が期待でき、有機溶媒膨潤性ミクロゲルとしての活用があるが（例えば特許文献４、５）
、これらのミクロゲルは水系溶媒中に安定分散するものであり、油剤の増粘剤としての活
用は困難である。
【０００７】
【特許文献１】特表平８－５０２７７１号公報
【特許文献２】特開平９－１００３５２号公報
【特許文献３】特開平１０－２７３４７７号公報
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【特許文献４】特開平２００６－１６１０２６号公報
【特許文献５】特開平２００６－１６１０２７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、このような状況下なされたものであり、種々の極性の流動性油剤を任意の粘
度に増粘させる新規なアクリル系ポリマーを提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者は、上記課題を解決するため鋭意研究を行った結果、特定の炭化水素基を有す
る（メタ）アクリルモノマー、ポリオキシエチレン鎖を有する単官能性モノマー及び二官
能性モノマーを特定の構成比率下で共重合することにより、上記課題を解決するに有効な
コポリマー得られることを見いだし、かかる知見に基づき本発明を完成させた。
　すなわち、本発明は以下の通りである。
（１）１０～６５質量％の一般式（I）で表されるモノマーから誘導される構成単位の一
種以上と、１０～６５質量％の一般式（II）で表されるモノマーから誘導される構成単位
の一種以上と、６～１４質量％の一般式（III）で表されるモノマーから誘導される構成
単位の一種以上を必須構成単位とするコポリマーの１種又は２種以上からなる流動性油剤
の増粘剤。
【００１０】
【化１】

一般式（I）
（式（I）中Ｒ1は水素原子又は炭素数１～３のアルキル基を表し、Ｒ2は炭素数４～１８
の炭化水素基を表す。）
【００１１】
【化２】

一般式（II）
（式（II）中、Ｒ3は水素原子又は炭素数１～３のアルキル基を表し、Ｒ4は水素原子、炭
素数６～１０の芳香族基、炭素数１～１８の脂肪族炭化水素基、又は炭素数１～１２のア
シル基を表す。ｍは４～１３の数値を表す。）
【００１２】
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【化３】

一般式（III）
（式（III）中、Ｒ5、Ｒ6は独立して水素原子又は炭素数１～３のアルキル基を表し、ｎ
は４～１５の数値を表す。）
【００１３】
（２）１０～６５質量％の前記一般式（I）で表されるモノマーから誘導される構成単位
の一種以上と、１０～６５質量％の前記一般式（II）で表されるモノマーから誘導される
構成単位の一種以上と、６～１４質量％の前記一般式（III）で表されるモノマーから誘
導される構成単位の一種以上を必須構成単位とするコポリマーから選択される１種又は２
種以上と流動性油剤とを含有する、粘ちょう性の油性組成物。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　以下、本発明を詳細に説明する。
１）本発明のコポリマーに含有される一般式（I）で表されるモノマーから誘導される一
種以上の構成単位
　本発明のコポリマーは、下記一般式（I）で表されるモノマーから誘導される一種以上
の構成単位（以下、「構成単位（I）」ともいう）を必須構成単位として含有する。
【００１５】
【化４】

一般式（I）
（式（I）中、Ｒ1は水素原子又は炭素数１～３のアルキル基を表し、Ｒ2は炭素数４～１
８の炭化水素基を表す。）
【００１６】
　ここで、Ｒ１で表されるアルキル基としては、メチル基、エチル基、プロピル基、１－
メチルエチル基、シクロプロピル基等が例示できる。本発明のコポリマーにおいて、Ｒ１
は水素原子又はメチル基であることが好ましい。また、Ｒ２で表される炭化水素基として
は、ｎ-ブチル基、iso-ブチル基、tert-ブチル基、ｎ-ヘキシル基、シクロヘキシル基、
ｎ-オクチル基、２-エチルヘキシル基、ｎ-ドデシル基、ステアリル基、フェニル基、ベ
ンジル基等が例示でき、これらの中ではtert-ブチル基、２-エチルヘキシル基、ｎ-ドデ
シル基が好ましい。
【００１７】
　上記一般式（I）で表されるモノマーを具体的に例示すれば、（メタ）アクリル酸ｎ-ブ
チル、(メタ)アクリル酸iso-ブチル、(メタ)アクリル酸tert-ブチル、(メタ)アクリル酸
ｎ-ヘキシル、(メタ)アクリル酸シクロヘキシル、(メタ)アクリル酸ｎ-オクチル、（メタ
）アクリル酸２-エチルヘキシル、(メタ)アクリル酸ｎ-ドデシル、(メタ)アクリル酸ステ
アリル、(メタ)アクリル酸フェニル、（メタ）アクリル酸ベンジル等が挙げられ、ほとん
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どが市販品として入手可能である。
【００１８】
　本発明のコポリマーに含まれる構成単位（I）は一種のみでもよいが、上記一般式（I）
を満たすものであれば二種以上の構成単位（Ｉ）を組み合わせて含有していてもよい。本
発明では、構成単位（I）の一種以上を、該コポリマーを構成する全構成単位に対して総
量で１０～６５質量％、好ましくは１５～５５質量％、更に好ましくは２０～５０質量％
含有する。
【００１９】
　上記一般式（I）で表されるモノマーから誘導される構成単位（I）は、コポリマーの流
動性油剤への溶解性に影響し、コポリマーの全構成単位に対する構成単位（I）の含有量
を上記範囲とすることにより、流動性油剤への溶解性の優れたコポリマーを製造すること
ができる。構成単位（I）の含有量が上記範囲以下であったり、上記範囲以上であったり
するとコポリマーの流動性油剤への溶解性が低下し、流動性油剤中にコポリマーが沈殿す
ることがある。
【００２０】
（２）本発明のコポリマーに含有される一般式（II）で表されるモノマーから誘導される
一種以上の構成単位
　本発明のコポリマーは、下記一般式（II）で表されるモノマーから誘導される一種以上
の構成単位（以下、「構成単位（II）」ともいう）を必須構成単位として含有する。
【００２１】
【化５】

一般式（II）
（式（II）中、Ｒ3は水素原子又は炭素数１～３のアルキル基を表し、Ｒ4は水素原子、炭
素数６～１０の芳香族基、炭素数１～１８の脂肪族炭化水素基、又は炭素数１～１２のア
シル基を表す。ｍは４～１３の数値を表す。）
【００２２】
　ここで、Ｒ３で表されるアルキル基としては、メチル基、エチル基、プロピル基、１－
メチルエチル基、シクロプロピル基等が例示できる。本発明のコポリマーにおいて、Ｒ３
は水素原子又はメチル基であることが好ましい。また、Ｒ４で表される基のうち、炭素数
６～１０の芳香族基としては、フェニル基、ベンジル基、メチルフェニル基、エチルフェ
ニル基等が例示でき；炭素数１～１８の脂肪族炭化水素基としては、メチル基、エチル基
、ｎ－ブチル基、ターシャリーブチル基、ｎ－ヘキシル基、シクロへキシル基、ｎ－オク
チル基、２－エチルへキシル基、ラウリル基、ステアリル基などが例示でき；炭素数１～
１２のアシル基としては、フォルミル基、アセチル基、ｎ－プロピオニル基、ｎ－ブチリ
ル基、イソブチリル基、バレリル基、ラウロイル基などが例示できる。これらのうち、Ｒ
５で表される基として好ましくは炭素数１～１８の脂肪族炭化水素基であり、より好まし
くは炭素数１～１２のアルキル基である。
【００２３】
　ここで、ｍは４～１３の数値範囲であることが重要である。本発明のコポリマーにおい
てｍが上記範囲である構成単位（II）をコポリマーに用いることにより、流動性油剤に対
して優れた溶解性を有するコポリマーを製造することができる。ｍが４未満の場合及び１
３以上の場合はコポリマーの流動性油剤への溶解性が低下し、流動性油剤中にコポリマー
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が沈殿することがある。
【００２４】
　このような一般式（II）で表されるモノマーを具体的に例示すれば、ポリエチレングリ
コール（４．５）モノアクリレート、ポリエチレングリコール（４．５）モノメタクリレ
ート、ポリエチレングリコール（１０）モノアクリレート、ポリエチレングリコール（８
）モノメタクリレート、メトキシポリエチレングリコール（９）モノアクリレート、メト
キシポリエチレングリコール（４）モノメタクリレート、メトキシポリエチレングリコー
ル（９）モノメタクリレート、ラウロキシポリエチレングリコール（４）モノアクリレー
ト、ラウロキシポリエチレングリコール（４）モノメタクリレート、ステアロキシポリエ
チレングリコール（４）モノメタクリレート、ステアロキシポリエチレングリコール（９
）モノメタクリレート、ラウロイロキシポリエチレングリコール（１０）モノタクリレー
ト等が挙げられる。なお、カッコ内の数字はｍの値を示す。
【００２５】
　これら上記一般式（II）で表されるモノマーは、対応するポリエチレングリコール、ポ
リエチレングリコールモノエーテル、ポリエチレングリコールモノエステルとアクリル酸
又はメタクリル酸のクロライド又は無水物とのエステル化反応により高収率で得ることが
できる。また、既に市販品も多数存在するので、かかる市販品を利用することも可能であ
る。一例を挙げると、商品名ブレンマーＡＥ－２００、ＡＥ－４００、ＰＥ－２００、Ｐ
Ｅ－３５０、ＡＭＥ－４００、ＰＭＥ－２００、ＰＭＥ－４００、ＡＬＥ－２００、ＰＬ
Ｅ－２００、ＰＳＥ－２００、ＰＳＥ４００等（いずれも日本油脂（株）製）がある。
【００２６】
　本発明のコポリマーに含有される構成単位（II）は一種のみでもよいが、上記一般式（
II）を満たすものであれば二種以上の構成単位（II）を組み合わせて含有していてもよい
。本発明のコポリマーでは、構成単位（II）の一種以上を、該コポリマーを構成する全構
成単位に対して総量で１０～６５質量％、好ましくは１５～５５％、更に好ましくは２０
～５０質量％含有する。
【００２７】
　上記一般式（II）で表されるモノマーから誘導される構成単位（II）は、コポリマーの
流動性油剤への溶解性を担うものであり、該コポリマーの全構成単位に対する構成単位（
II）の含有量を上記範囲とすることにより、流動性油剤への優れた溶解性を有するコポリ
マーを製造することができる。構成単位（II）の含有量が上記範囲より少なすぎたり、多
すぎるとコポリマーの流動性油剤への溶解性が低下し、流動性油剤中にコポリマーが沈殿
することがあるので好ましくない。
【００２８】
（３）本発明のコポリマーに含有される一般式（III）で表されるモノマーから誘導され
る一種以上の構成単位
　本発明のコポリマーは、下記一般式（III）で表されるモノマーから誘導される一種以
上の構成単位（以下、「構成単位（III）」ともいう）を必須構成単位として含有する。
【００２９】
【化６】

一般式（III）
（式（III）中、Ｒ5、Ｒ6は独立して水素原子又は炭素数１～３のアルキル基を表し、ｎ
は４～１５の数値を表す。）
【００３０】
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　ここで、Ｒ５及びＲ６で表されるアルキル基としては、メチル基、エチル基、プロピル
基、１－メチルエチル基、シクロプロピル基が例示できる。本発明において、Ｒ５及びＲ
６はそれぞれ水素原子又はメチル基であることが好ましい。
【００３１】
　本発明コポリマーに含有される構成単位（III）は一種のみでもよいが、上記一般式（I
II）を満たすものであれば二種以上の構成単位（III）を組み合わせて含有していてもよ
い。
　また、構成単位（III）は上記一般式（III）又において、ｎが４～１５の数値範囲であ
ることが必要である。本発明のコポリマーにおいてｎが上記範囲である構成単位（III）
を、含有することにより、流動性油剤に対して優れた増粘効果を有する。ｎが４未満の場
合はコポリマーの流動性油剤中での自由度が著しく低下し、流動性油剤がゲル化すること
があり、１５より大きくなるとコポリマーの溶解性が低下し、流動性油剤中でコポリマー
が沈殿することがある。
【００３２】
　本発明のコポリマーにおける上記一般式（III）で表されるモノマーは、対応する重合
度のポリエチレングリコールとアクリル酸又はメタクリル酸のクロライド又は無水物との
エステル化反応により高収率で得ることができる。また、既に市販品も存在するので、か
かる市販品を利用することも可能である。一例を挙げると商品名ブレンマーＡＤＥ－２０
０、ＡＤＥ－４００、ＰＤＥ－２００、ＰＤＥ－４００、ＰＤＥ－６００等（いずれも日
本油脂（株）製）がある。
【００３３】
　本発明のコポリマーに含有される構成単位（III）は一種のみでもよいが、上記一般式
（III）を満たすものであれば二種以上の構成単位（III）を組み合わせて含有していても
よい。本発明のコポリマーでは、構成単位（III）の二種以上を、該コポリマーを構成す
る全構成単位に対して総量で６～１４質量％、好ましくは７～１２％、更に好ましくは８
～１１質量％含有する。
【００３４】
　上記一般式（III）で表されるモノマーから誘導される構成単位（III）は、コポリマー
の流動性油剤への増粘効果を担うものであり、該コポリマーの全構成単位に対する構成単
位（II）の含有量を上記範囲とすることにより、流動性油剤への優れた増粘効果を有する
コポリマーを製造することができる。構成単位（III）の含有量が上記範囲より少なする
と流動性油剤が増粘しなかったり、反対に多すぎると流動性油剤中でのコポリマーの溶解
性が低下し、流動性油剤中にコポリマーが沈殿することがあるので好ましくない。
【００３５】
（４）本発明のコポリマーに含まれうるその他の任意の構成単位
　本発明のコポリマーは、上記の必須構成単位（I）～（III）以外に、通常共重合体を構
成しうるモノマーから誘導される任意の構成単位を、本発明のコポリマーの効果を損なわ
ない範囲で有することができる。かかる任意の構成単位としては、アクリル酸、メタクリ
ル酸、マレイン酸等の重合性カルボン酸；アクリル酸アミド、メタクリル酸アミド、アク
リル酸モノアルキルアミド、メタクリル酸モノアルキルアミド等の（メタ）アクリル酸ア
ミド；（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル等の炭素数３以下のアルキ
ル基を有する（メタ）アクリル酸アルキルエステル；２－ヒドロキエチル（メタ）アクリ
レート、２－ヒドロキプロピル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキブチル（メタ）アク
リレート等の（メタ）アクリル酸ヒドキロキシアルキルエステル；（メタ）アクリル酸メ
トキシメチル、（メタ）アクリル酸メトキシエチル等の（メタ）アクリル酸アルコキシア
ルキルエステル；酢酸ビニル；ビニルピロリドン；スチレン；α－メチルスチレン；アク
リロニトリル等が例示できる。これらの含有量は多くとも５０質量％以内、より好ましく
は２５質量％以下、更に好ましくは１０質量％以下である。
【００３６】
（５）本発明のコポリマー
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　本発明のコポリマーは、上記構成単位（I）、（II）及び（III）、並びに必要に応じて
他の任意の構成単位を、その骨格中に含有する共重合体である。上記コポリマーは通常は
その構成単位がランダムに結合したランダム共重合体であるが、ブロック共重合体又はグ
ラフト共重合体であってもよい。
　本発明のコポリマーの製造方法は特に限定されないが、例えば各構成単位を誘導するモ
ノマーを溶媒中で混合し、アクリル系モノマーの重合で通常用いられる方法に従って重合
反応を行う方法により得ることができる。
【００３７】
（６）本発明の流動性油剤の増粘剤
　本発明の流動性油剤の増粘剤は上記本発明のコポリマーから選ばれる一種又は二種以上
からなる。本発明の増粘剤には、さらに必要に応じて基剤等の任意成分を配合することが
可能であり、このような任意成分と上記本発明のコポリマー配合して本発明の増粘剤を種
々の剤型に製剤化することも可能である。ここで、本発明に言う流動性油剤とは、１気圧
、２５℃に恒量となった条件において、Ｂ型粘度計、４号ローター、毎分１２回転の測定
条件に於いて、呈する粘度が１０００ｍＰ・ｓ以下のものを意味する。
【００３８】
　本発明の増粘剤による流動性油剤の増粘方法としては、本発明のコポリマーの一種又は
二種以上、さらに必要に応じて任意成分からなる本発明の増粘剤と流動性油剤を通常の手
段で混合、溶解することからなる。必要に応じて、加熱、冷却を行っても良い。
【００３９】
　重合後の本発明のコポリマーの重合溶媒溶液を流動性油剤と混合した後、重合溶媒を留
去するという手法が特に簡便であり好ましい。
【００４０】
　流動性の油剤を増粘させるための本発明の増粘剤の使用量は、用いる本発明のコポリマ
ーや対象とする流動性油剤の種類によっても異なるが、流動性油剤に対して、本発明のコ
ポリマーとして０．０５～１５質量％、好ましくは０．１～１２質量％、更に好ましくは
０．５～１０質量％の範囲を挙げることができる。
【００４１】
　本発明の増粘剤が適用される流動性油剤としては、オリーブ油、大豆油、コーン油、ヒ
マシ油、牛脂、ホホバ油等の動植物油、ガソリン、軽油、重油、原油、スクアラン、流動
パラフィン等の鉱物油、ジメチルポリシロキサン、メチルフェニルポリシロキサン等のシ
リコーン類、オクタン酸オクチルドデシル、ミリスチン酸オクチルドデシル、オクタン酸
セチル、グリセリルトリイソオクタネート、ネオペンチルスリコールジシオオクタネート
等の合成エステル類が例示できる。本発明の増粘剤は、また、これら流動性油剤の混合物
にも適用されうる。
【実施例】
【００４２】
以下に実施例を示して本発明に関して更に詳細に説明するが、本発明が実施例にのみ限定
を受けないことは言うまでもない。
【００４３】
＜実施例１＞
　窒素導入管、冷却器及び攪拌装置を備えたフラスコに、ｎ－ドデシルメタクリレート（
東京化成工業（株）製）５４．０ｇ、メトキシポリエチレングリコール（４）モノメタク
リレート（日本油脂（株）製、商品名「ブレンマーＰＭＥ－２００」）５４．０ｇ、ポリ
エチレングリコール（９）ジメタクリレート（日本油脂（株）製、商品名「ブレンマーＰ
ＤＥ－４００」）１２．０ｇ、イソプロピルアルコール５８０ｍｌ及び２－メルカプトエ
タノール０．１２ｇをイソプロピルアルコール１０ｍｌに溶解した溶液を採り攪拌混合し
た。攪拌を続けながら、１時間窒素ガス置換を行った。これにアゾビスイソブチロニトリ
ル０．５ｇをイソプロピルアルコール１０ｍｌに溶解した溶液を加え、更に攪拌を続けな
がら、８時間のリフラックスにより反応を行い、本発明のコポリマー１の溶液を得た。
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【００４４】
＜実施例２＞
　窒素導入管、冷却器及び攪拌装置を備えたフラスコに、２－エチルヘキシルアクリレー
ト（東京化成工業（株）製）１２．０ｇ、ステアロキシポリエチレングリコール（９）モ
ノメタクリレート（日本油脂（株）製、商品名「ブレンマーＰＳＥ－４００」）７２．０
ｇ、ポリエチレングリコール（４）ジアクリレート（日本油脂（株）製、商品名「ブレン
マーＡＤＥ－２００」）９．６ｇ、メチルメタクリレート（東京化成工業（株）製）２６
．４ｇ、酢酸エチル５８０ｍｌ及び２－メルカプトエタノール０．１２ｇを酢酸エチル１
０ｍｌに溶解した溶液を採り攪拌混合した。攪拌を続けながら、１時間窒素ガス置換を行
った。これに過酸化ベンゾイル０．２ｇを酢酸エチル１０ｍｌに溶解した溶液を加え、更
に攪拌を続けながら、８時間のリフラックスにより反応を行い、本発明のコポリマー２の
溶液を得た。
【００４５】
＜実施例３＞
　窒素導入管、冷却器及び攪拌装置を備えたフラスコに、シクロヘキシルメタクリレート
（東京化成工業（株）製）４９．５ｇ、ラウロキシポリエチレングリコール（４）モノメ
タクリレート（日本油脂（株）製、商品名「ブレンマーＰＬＥ－２００」）１２．６ｇ、
ポリエチレングリコール（１３）ジメタクリレート（日本油脂（株）製、商品名「ブレン
マーＰＤＥ－６００」）９．９ｇ、エチルアクリレート（東京化成工業（株）製）１８．
０ｇ、メチルエチルケトン３８０ｍｌ及び２－メルカプトエタノール０．１ｇをメチルエ
チルケトン１０ｍｌに溶解した溶液を採り攪拌混合した。攪拌を続けながら、１時間窒素
ガス置換を行った。これにアゾビスイソブチロニトリル０．３５ｇをメチルエチルケトン
１０ｍｌに溶解した溶液を加え、更に攪拌を続けながら、８時間のリフラックスにより反
応を行い、本発明のコポリマー３の溶液を得た。
【００４６】
＜実施例４＞
　窒素導入管、冷却器及び攪拌装置を備えたフラスコに、tert－ブチルメタクリレート（
東京化成工業（株）製）４３．２ｇ、メトキシポリエチレングリコール（９）モノアクリ
レート（日本油脂（株）製、商品名「ブレンマーＡＭＥ－４００」）６７．２ｇ、ポリエ
チレングリコール（９）ジメタクリレート（日本油脂（株）製、商品名「ブレンマーＰＤ
Ｅ－４００」）９．６ｇ、イソプロピルアルコール５８０ｍｌ及び２－メルカプトエタノ
ール０．１２ｇをイソプロピルアルコール１０ｍｌに溶解した溶液を採り攪拌混合した。
攪拌を続けながら、１時間窒素ガス置換を行った。これにアゾビスイソブチロニトリル０
．５ｇをイソプロピルアルコール１０ｍｌに溶解した溶液を加え、更に攪拌を続けながら
、８時間のリフラックスにより反応を行い、本発明のコポリマー４の溶液を得た。
【００４７】
＜実施例５＞
　窒素導入管、冷却器及び攪拌装置を備えたフラスコに、ベンジルメタクリレート（東京
化成工業（株）製）６４．８ｇ、ステアロキシポリエチレングリコール（４）モノメタク
リレート（日本油脂（株）製、商品名「ブレンマーＰＳＥ－２００」）３６．０ｇ、ポリ
エチレングリコール（８）モノメタクリレート（日本油脂（株）製、商品名「ブレンマー
ＰＥ－３５０」）１２．０ｇ、ポリエチレングリコール（９）ジアクリレート（日本油脂
（株）製、商品名「ブレンマーＡＤＥ－４００」）７．２ｇ、イソプロピルアルコール５
８０ｍｌ及び２－メルカプトエタノール０．１２ｇをイソプロピルアルコール１０ｍｌに
溶解した溶液を採り攪拌混合した。攪拌を続けながら、１時間窒素ガス置換を行った。こ
れにアゾビスイソブチロニトリル０．５ｇをイソプロピルアルコール１０ｍｌに溶解した
溶液を加え、更に攪拌を続けながら、８時間のリフラックスにより反応を行い、本発明の
コポリマー５の溶液を得た。
【００４８】
＜実施例６＞
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　窒素導入管、冷却器及び攪拌装置を備えたフラスコに、ステアリルメタクリレート（東
京化成工業（株）製）４５．６ｇ、メトキシポリエチレングリコール（４）モノメタクリ
レート（日本油脂（株）製、商品名「ブレンマーＰＭＥ－２００」）６０．０ｇ、ポリエ
チレングリコール（９）ジメタクリレート（日本油脂（株）製、商品名「ブレンマーＰＤ
Ｅ－４００」）１４．４ｇ、酢酸エチル５８０ｍｌ及び２－メルカプトエタノール０．１
２ｇを酢酸エチル１０ｍｌに溶解した溶液を採り攪拌混合した。攪拌を続けながら、１時
間窒素ガス置換を行った。これにアゾビスイソブチロニトリル０．５ｇを酢酸エチル１０
ｍｌに溶解した溶液を加え、更に攪拌を続けながら、８時間のリフラックスにより反応を
行い、本発明のコポリマー６の溶液を得た。
【００４９】
＜実施例７＞
　窒素導入管、冷却器及び攪拌装置を備えたフラスコに、ｎ－ヘキシルアクリレート（東
京化成工業（株）製）３６．０ｇ、ｎ－ブチルアクリレート（東京化成工業（株）製）１
２．０ｇ、メトキシポリエチレングリコール（９）モノメタクリレート（日本油脂（株）
製、商品名「ブレンマーＰＭＥ－４００」）５４．０ｇ、ポリエチレングリコール（９）
ジメタクリレート（日本油脂（株）製、商品名「ブレンマーＰＤＥ－４００」）８．４ｇ
、ポリエチレングリコール（４）ジメタクリレート（日本油脂（株）製、商品名「ブレン
マーＰＤＥ－２００」）２．４ｇ、２－ヒドロキシエチルメタクリレート（東京化成工業
（株）製）７．２ｇ、メチルエチルケトン５８０ｍｌ及び２－メルカプトエタノール０．
１２ｇをメチルエチルケトン１０ｍｌに溶解した溶液を採り攪拌混合した。攪拌を続けな
がら、１時間窒素ガス置換を行った。これにアゾビスイソブチロニトリル０．５ｇをメチ
ルエチルケトン１０ｍｌに溶解した溶液を加え、更に攪拌を続けながら、８時間のリフラ
ックスにより反応を行い、本発明のコポリマー７の溶液を得た。
【００５０】
＜実施例８＞
　窒素導入管、冷却器及び攪拌装置を備えたフラスコに、２－エチルヘキシルメタクリレ
ート（東京化成工業（株）製）６０．０ｇ、メトキシポリエチレングリコール（４）モノ
メタクリレート（日本油脂（株）製、商品名「ブレンマーＰＭＥ－２００」）４９．２ｇ
、ポリエチレングリコール（９）ジメタクリレート（日本油脂（株）製、商品名「ブレン
マーＰＤＥ－４００」）１０．８ｇ、イソプロピルアルコール５８０ｍｌ及び　２－メル
カプトエタノール０．１２ｇをイソプロピルアルコール１０ｍｌに溶解した溶液を採り攪
拌混合した。攪拌を続けながら、１時間窒素ガス置換を行った。これにアゾビスイソブチ
ロニトリル０．５ｇをイソプロピルアルコール１０ｍｌに溶解した溶液を加え、更に攪拌
を続けながら、８時間のリフラックスにより反応を行い、本発明のコポリマー８の溶液を
得た。
【００５１】
＜実施例９＞
　窒素導入管、冷却器及び攪拌装置を備えたフラスコに、ステアリルアクリレート（東京
化成工業（株）製）３２．４ｇ、ラウロキシポリエチレングリコール（４）モノアクリレ
ート（日本油脂（株）製、商品名「ブレンマーＡＬＥ－２００」）６０．０ｇ、ポリエチ
レングリコール（１３）ジメタクリレート（日本油脂（株）製、商品名「ブレンマーＰＤ
Ｅ－６００」）１２．０ｇ、エチルメタクリレート（東京化成工業（株）製）１５．６ｇ
、イソプロピルアルコール５８０ｍｌ及び２－メルカプトエタノール０．１２ｇをイソプ
ロピルアルコール１０ｍｌに溶解した溶液を採り攪拌混合した。攪拌を続けながら、１時
間窒素ガス置換を行った。これにアゾビスイソブチロニトリル０．５ｇをイソプロピルア
ルコール１０ｍｌに溶解した溶液を加え、更に攪拌を続けながら、８時間のリフラックス
により反応を行い、本発明のコポリマー９の溶液を得た。
【００５２】
＜比較例１＞
　窒素導入管、冷却器及び攪拌装置を備えたフラスコに、ｎ－ドデシルメタクリレート（
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クリレート（日本油脂（株）製、商品名「ブレンマーＰＭＥ－１０００」）２６．４ｇ、
ポリエチレングリコール（９）ジメタクリレート（日本油脂（株）製、商品名「ブレンマ
ーＰＤＥ－４００」）９．６ｇ、酢酸エチル５８０ｍｌ及び２－メルカプトエタノール０
．１２ｇを酢酸エチル１０ｍｌに溶解した溶液を採り攪拌混合した。攪拌を続けながら、
１時間窒素ガス置換を行った。これにアゾビスイソブチロニトリル０．５ｇを酢酸エチル
１０ｍｌに溶解した溶液を加え、更に攪拌を続けながら、８時間のリフラックスにより反
応を行い、コポリマー１０の溶液を得た。
【００５３】
＜比較例２＞
　窒素導入管、冷却器及び攪拌装置を備えたフラスコに、ｎ－ドデシルメタクリレート（
東京化成工業（株）製）５８．２ｇ、メトキシポリエチレングリコール（４）モノメタク
リレート（日本油脂（株）製、商品名「ブレンマーＰＭＥ－２００」）５８．２ｇ、ポリ
エチレングリコール（９）ジメタクリレート（日本油脂（株）製、商品名「ブレンマーＰ
ＤＥ－４００」）３．６ｇ、酢酸エチル５８０ｍｌ及び２－メルカプトエタノール０．１
２ｇをイソプロピルアルコール１０ｍｌに溶解した溶液を採り攪拌混合した。攪拌を続け
ながら、１時間窒素ガス置換を行った。これにアゾビスイソブチロニトリル０．５ｇをイ
ソプロピルアルコール１０ｍｌに溶解した溶液を加え、更に攪拌を続けながら、８時間の
リフラックスにより反応を行い、コポリマー１１の溶液を得た。
【００５４】
＜コポリマーの増粘性確認試験＞
　実施例１から９及び比較例１，２で得られた各コポリマーの溶液を各流動性油剤に油剤
中のコポリマー濃度が５質量％及び７．５質量％となるように添加した後、ロータリーエ
バポレーターにてコポリマー溶液の溶媒を除去した。この各コポリマーの流動性油剤溶液
の粘度をビスメトロン粘度計（芝浦システム（株）製）を用いて測定した。流動性油剤と
しては、トリイソオクタン酸グリセライド（トリグリセライド）、スクアラン（炭化水素
）及びこれらの１：１（重量比）混合油剤を用いた。結果を表１にまとめる。
なお表１中の数字は粘度（単位ｍＰａ・Ｓ）を表す。
【００５５】
【表１】

【００５６】
　表１の結果によれば本発明のコポリマーにより種々の流動性油剤が任意の粘度に増粘で
きることがわかる。
【産業上の利用可能性】
【００５７】
　本発明は、化粧料や石油化学工業における油性の増粘剤として利用できる。
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